
事業者向けアンケートの分析（10 月 20 日時点速報） 

⚫ 経営上の課題として多く挙げられたのは、以下の項目 

・コスト・価格対応（44.8％） ・人材の確保・定着（43.4％） ・従業員への賃上げ（34.0％） 

・販路拡大や顧客維持（30.4％） ・人材の育成（29.8％） ・資金繰り、資金調達（28.5％） 

・設備の老朽化・更新（27.3％）   

⚫ 宇治市・宇治商工会議所に対して多くの事業者が支援を望む分野 

・設備投資（50.8％） ・人材確保（38.7％） ・販路開拓・新規顧客獲得（34.0％） 

・賃上げ・処遇改善（31.2％） ・事業承継・後継者育成（18.0％） ・ＤＸ化やＩＴ導入（15.2％） 

⚫ 「海外展開やグローバル対応」を課題とする事業者は少数（4.4％）だが、課題として挙げる事業者の多

くが支援を希望している（3.6％）。 

⚫ 「新しい商品・サービス・技術の開発」は約 20％の事業者が経営課題としているが、支援希望は約 10％

にとどまる。→ 支援を希望していない事業者は自ら継続して取組を行っていると見られる。 

⚫ 多くは既存事業者による回答であるが、「起業・創業、第２創業」の支援を希望する事業者も一定数存在

（14.6％）し、事業転換・事業再構築へのニーズがある。 

⚫ 「脱炭素経営」や「認証取得」については課題・支援希望ともに少なく、事業者にとって優先度が低い。

→ 特に脱炭素経営は、経営者層への重要性の認知段階にあると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問 現在の経営上の課題を選んでください。（複数回答可） 

問 宇治市や宇治商工会議所に支援してほしいことを選んでください。（複数回答可） 
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■人材確保支援策 

正社員・パート等の人材確保支援を必要とすると回答した事業者に対して、具体的な支援策を質問した

ところ、求人媒体利用に関する費用補助を除くと、オンライン・オフラインを問わず求職者とのマッチン

グ機会の創出を希望する声が多く、ついで高卒採用に係る支援や学校との繋がりへの希望が多い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人材確保支援が必要回答した 140 事業者中 127 事業者が回答。 

 

 

■設備投資支援策 

設備投資への支援を必要とすると回答した事業者に対して、具体的な支援策を質問したところ、補助金

の制度創設・拡充に次いで補助金等の申請書作成に対する支援の割合が高かった。これは補助金申請に対

してハードルを感じている事業者多いことがわかる。国・府の制度活用についても約 20％が支援を希望し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※設備投資支援が必要回答した 184 事業者中 169 事業者が回答。 

問 宇治市や宇治商工会議所からどのような支援があれば、人材確保が進むとお考えですか？（複数選択

可） 
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問 宇治市や宇治商工会議所からどのような支援があれば、有効とお考えですか？（複数選択可） 
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